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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第57期

第１四半期連結累計(会計)期間
第56期

会計期間
自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日

自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日

売上高 (千円) 4,347,020 23,436,486

経常利益 (千円) 242,941 3,393,952

四半期(当期)純利益 (千円) 70,007 1,989,059

純資産額 (千円) 29,903,171 33,554,778

総資産額 (千円) 33,440,327 38,619,971

１株当たり純資産額 (円) 1,031.92 1,093.96

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 2.34 64.96

潜在株式調整後
１株当たり四半期(当期)純利益

(円) 2.24 64.52

自己資本比率 (％) 89.3 86.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 69,452 3,671,947

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 694,707 △ 1,000,896

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △ 3,580,731 △ 1,849,252

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 3,311,370 6,149,502

従業員数 (人) 515 512

(注) 1.当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については

記載しておりません。

2.売上高には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成20年12月31日現在

従業員数(人) 515

(注) 従業員数は就業人員であります。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数(人) 433

(注) 従業員数は就業人員であり、この中には関係会社への出向社員(1名)及び嘱託(36名)は含んでおりません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【受注及び販売の状況】
　
(1) 受注状況

当第１四半期連結会計期間における受注実績を品目別に示すと、次のとおりであります。
　

区分

当第１四半期連結会計期間

（自　平成20年10月１日

　至　平成20年12月31日

受注高(千円) 受注残高(千円)

情報通信測定機器 1,468,235 1,110,883

その他の測定機器 3,089,732 5,222,031

その他 262,436 46,978

合計 4,820,403 6,379,892

(注)　金額表示は販売価格(消費税等抜き)によっております。なお受注高には条件変更、為替変動に伴う金額調整

分を含めております。

　

(2) 販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。
　

区分

当第１四半期連結会計期間

（自　平成20年10月１日

　至　平成20年12月31日

情報通信測定機器      （千円） 1,069,602

その他の測定機器      （千円） 3,030,632

その他     　　　　　 （千円） 246,786

合計 4,347,020

(注)１　上記金額には消費税等は含まれておりません。

２　当社グループの売上高は、通常の営業形態として、第２四半期連結会計期間及び第４四半期連結会計期間に

集中するため、四半期連結会計期間の売上高には季節的変動があります。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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３ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 経営成績の分析

当第１四半期は、米国発の金融市場の混乱が世界的な広がりを見せ、実体経済にも影響を及ぼし始めて

急速な景気の落ち込みが懸念されるようになりました。また、国内においても輸出の急減、高止まりする

円高が企業収益を圧迫し始め、今後の経済環境は予断を許さぬ状況となってまいりました。

こうした中、当社グループは“はかる技術”を基本としたビジネスコンセプトを継続し、研究開発市場

に傾注し、国内産業の次なる成長の糧となる“新しい技術・製品の開発”の一翼を担うべく、欧米を中心

にした先端計測技術・機器の導入と、ソフトウェアを中心にした自社システム製品の増強に力を入れて

きました。その結果、電子化の進む自動車関連業界では音・振動解析技術、アナログからデジタルへの転

換が進む電子デバイス業界では電磁波（ＥＭＣ）測定技術、次世代ネットワーク（ＮＧＮ）をサポート

するネットワーク評価機器が中心的な事業となってきておりますが、最近では環境・新エネルギー分野

での二次電池開発のための評価機器も成長の可能性を見せ始めております。この結果、連結売上高は43億

4千7百万円となりました。

売上高を形態別で見ますと、主力分野のうちＥＭＣ測定分野は納入が好調でしたが、自動車業界向け

データ解析分野と情報通信分野は厳しい滑り出しとなりました。二次電池開発分野は堅調で、これらを含

む輸入国内取引は39億6千1百万円となりました。また、韓国向けを中心とした日本からの輸出取引高は2

億3千2百万円となりました。

利益面では、営業利益1億4千2百万円、経常利益2億4千2百万円、四半期純利益7千万円となりました。

(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ51億7千9百万円減少し、334

億4千万円となりました。主な減少要因は、現金及び預金の減少13億5千5百万円、有価証券の減少15億8千

6百万円、投資有価証券の減少10億6千8百万円等によるものであります。

負債は、前連結会計年度末に比べ15億2千8百万円減少し、35億3千7百万円となりました。主な減少要因

は、支払手形及び買掛金の減少5億8千2百万円、未払法人税等の減少7億9千3百万円、賞与引当金の減少3

億2百万円等によるものであります。

純資産は、前連結会計年度末に比べ36億5千1百万円減少し、299億3百万円となりました。主な減少要因

は、配当金の支払等による利益剰余金の減少14億9千4百万円、自己株式の取得20億円等によるものであ

ります。

(3) キャッシュ・フローの状況

当第1四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、前連結会計年度

末に比べ28億3千8百万円減少し、33億1千1百万円となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

資金の主な増加要因は、税金等調整前四半期純利益1億2千7百万円の計上及び売上債権の減少額9億6

千2百万円によるものであり、一方、資金の主な減少要因は、法人税等の支払額7億9千6百万円によるもの

であります。

この結果、営業活動によるキャッシュ・フローは6千9百万円の増加となりました。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

資金の主な増加要因は、有価証券の売却による収入16億9千1百万円によるものであり、一方、資金の主

な減少要因は、有価証券の取得による支出5億9千6百万円によるものであります。

この結果、投資活動によるキャッシュ・フローは6億9千4百万円の増加となりました。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

資金の主な減少要因は、自己株式の取得による支出20億円及び配当金の支払額15億6千1百万円による

ものであります。

この結果、財務活動によるキャッシュ・フローは35億8千万円の減少となりました。
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(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

(5) 研究開発活動

当第１四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、17,531千円であります。な

お、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありませ

ん。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第1四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

前連結会計年度末において、計画中又は実施中の重要な設備の新設、除却等はありません。

また、当第1四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年２月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 32,637,00030,637,000
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は100株であります。

計 32,637,00030,637,000 ― ―

(注)　平成20年10月21日開催の取締役会決議により、平成21年１月15日付で自己株式の消却を実施したため、発行済株式

総数は2,000,000株減少し、30,637,000株となりました。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権の状況

(平成17年12月20日定時株主総会決議)

第１四半期会計期間末現在
(平成20年12月31日)

新株予約権の数 1,981個　        　   (注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数は100株であります。

新株予約権の目的となる株式の数 198,100株　            (注)２

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり １円           (注)３

新株予約権の行使期間 平成21年１月１日～平成37年12月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額

 １株当たり発行価格　　　１円

 １株当たり資本組入額　　１円

新株予約権の行使の条件

新株予約権１個当たりの一部行使はできないものとする。

その他権利行使の条件は、株主総会決議および取締役会の

決議に基づき、当社と対象者との間で締結する新株予約権

割当契約に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
本新株予約権を第三者に譲渡する場合は、当社取締役会の

承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―
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(注) １　各新株予約権の目的たる株式の数（以下「付与株式数」という。）は100株とします。ただし、当社が当社普通

株式につき株式分割または株式併合を行う場合、付与株式数は次の算式により調整されるものとします。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

なお、かかる調整は当該調整が行われる時点において未行使の新株予約権にかかる付与株式数についてのみ

行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てるものとします。

２　注記１により、付与株式数が調整される場合には、調整後付与株式数に発行する新株予約権の総数を乗じた数

に調整されるものとします。

３　新株予約権の発行日後に、当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合、行使価額は次の算

式により調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
1

分割・併合の比率

上記の他、新株予約権の発行日後に当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、そ

の他これらの場合に準じ行使価額の調整を必要とする場合には、合理的な範疇で、行使価額は適切に調整され

るものとします。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

　平成20年10月１日～
― 32,637 ― 4,158,000― 4,603,500

平成20年12月31日

(注)　平成20年10月21日開催の取締役会決議により、平成21年１月15日付で自己株式の消却を実施したため、発行済株式

総数は2,000千株減少し、30,637千株となりました。

　

(5) 【大株主の状況】

当第1四半期会計期間において、株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループから、平成20年11月17

日付で、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行及び他３社を共同保有者とする大量保有報告書(変更報告書)の提

出があり、平成20年11月10日現在で以下の株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として

当第１四半期会計期間末の実質所有株式数の確認ができておりません。

　なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 538 1.65

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 697 2.14

三菱ＵＦＪ投信株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 1,076 3.30

カブドットコム証券株式会社 東京都中央区新川一丁目28番25号 53 0.16

計 ― 2,366 7.25
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することがで

きませんので、直前の基準日である平成20年９月30日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式
(自己株式等)

(注)１ 　普通株式   2,020,600― ―

完全議決権株式(その他) (注)２ 　普通株式  30,555,400305,554 ―

単元未満株式 (注)３ 　普通株式      61,000― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 32,637,000― ―

総株主の議決権 ― 305,554 ―

(注) １　「完全議決権株式(自己株式等)」欄は、全て当社保有の自己株式であります。

２　「完全議決権株式(その他)」の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,200株(議決権の数12個)　　 

含まれております。

３　「単元未満株式」の株式数の欄には、当社保有の自己株式が17株含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社東陽テクニカ
東京都中央区八重洲一丁
目１番６号

2,020,600― 2,020,6006.19

計 ― 2,020,600― 2,020,6006.19

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
10月 11月 12月

最高(円) 1,0991,2711,306

最低(円) 705 1,0661,150

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所(市場第一部)におけるものです。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、第１四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）から、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）

附則第７条第１項第５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しておりま

す。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間(平成20年10月１

日から平成20年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表について、監査法人トーマツにより四半期レ

ビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,460,942 3,816,403

受取手形及び売掛金 ※2
 4,016,462 5,007,950

有価証券 6,621,377 8,208,267

商品及び製品 1,400,407 1,566,561

その他 548,869 695,789

貸倒引当金 △1,508 △908

流動資産合計 15,046,551 19,294,065

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,934,600 2,937,739

車両運搬具（純額） 13,167 14,603

工具、器具及び備品（純額） 778,951 734,936

土地 5,595,093 5,595,093

有形固定資産合計 ※1
 9,321,813

※1
 9,282,373

無形固定資産

その他 102,285 109,530

無形固定資産合計 102,285 109,530

投資その他の資産

投資有価証券 6,064,029 7,132,695

その他 2,931,446 2,826,506

貸倒引当金 △25,800 △25,200

投資その他の資産合計 8,969,676 9,934,002

固定資産合計 18,393,775 19,325,906

資産合計 33,440,327 38,619,971

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※2
 1,650,617 2,233,265

短期借入金 27,303 51,815

未払法人税等 16,234 810,070

賞与引当金 171,176 473,467

役員賞与引当金 － 16,000

その他 977,346 773,396

流動負債合計 2,842,677 4,358,014

固定負債

退職給付引当金 441,468 443,000

役員退職慰労引当金 251,009 262,178

その他 2,000 2,000

固定負債合計 694,478 707,178

負債合計 3,537,155 5,065,193
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 4,158,000 4,158,000

資本剰余金 4,603,500 4,603,500

利益剰余金 25,290,183 26,784,835

自己株式 △3,918,095 △1,917,581

株主資本合計 30,133,587 33,628,753

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △125,460 △34,614

繰延ヘッジ損益 △16,180 △1,049

為替換算調整勘定 △141,232 △99,993

評価・換算差額等合計 △282,873 △135,657

少数株主持分 52,456 61,682

純資産合計 29,903,171 33,554,778

負債純資産合計 33,440,327 38,619,971

EDINET提出書類

株式会社東陽テクニカ(E02672)

四半期報告書

13/24



(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 ※1
 4,347,020

売上原価 2,373,914

売上総利益 1,973,106

販売費及び一般管理費 ※2
 1,830,462

営業利益 142,643

営業外収益

受取利息 46,211

受取配当金 9,069

有価証券売却益 330

為替差益 77,876

その他 8,774

営業外収益合計 142,261

営業外費用

支払利息 1,508

有価証券売却損 354

有価証券評価損 32,480

持分法による投資損失 2,407

その他 5,213

営業外費用合計 41,964

経常利益 242,941

特別利益

固定資産売却益 18,884

特別利益合計 18,884

特別損失

固定資産処分損 1,910

投資有価証券評価損 129,242

その他 3,537

特別損失合計 134,689

税金等調整前四半期純利益 127,136

法人税、住民税及び事業税 3,088

法人税等調整額 56,231

法人税等合計 59,319

少数株主利益 △2,190

四半期純利益 70,007
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 127,136

減価償却費 123,612

のれん償却額 2,020

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,200

賞与引当金の増減額（△は減少） △302,290

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △16,000

退職給付引当金の増減額（△は減少） △1,531

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △11,168

受取利息及び受取配当金 △55,280

支払利息 1,508

持分法による投資損益（△は益） 2,407

有価証券売却損益（△は益） 24

有価証券評価損益（△は益） 32,480

投資有価証券評価損益（△は益） 129,242

有形固定資産除売却損益（△は益） △16,974

売上債権の増減額（△は増加） 962,823

たな卸資産の増減額（△は増加） 140,673

仕入債務の増減額（△は減少） △574,693

その他 267,414

小計 812,604

利息及び配当金の受取額 55,280

利息の支払額 △1,508

法人税等の支払額 △796,924

営業活動によるキャッシュ・フロー 69,452

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △596,828

有価証券の売却による収入 1,691,514

有形固定資産の取得による支出 △167,040

有形固定資産の売却による収入 29,677

無形固定資産の取得による支出 △7,017

投資有価証券の取得による支出 △246,735

投資有価証券の売却による収入 7,609

その他 △16,470

投資活動によるキャッシュ・フロー 694,707

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △18,998

配当金の支払額 △1,561,435

自己株式の取得による支出 △2,000,513

少数株主からの払込みによる収入 216

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,580,731

現金及び現金同等物に係る換算差額 △21,561

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,838,132

現金及び現金同等物の期首残高 6,149,502

現金及び現金同等物の四半期末残高 3,311,370
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12月31日)

会計処理基準に関する事項の変更

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

たな卸資産

たな卸資産については、従来、主として移動平均法に基づく低価法によっておりましたが、当第１四半期連結

会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）が適用された

ことに伴い、主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法）により算定しております。

たな卸資産については、従来、主として移動平均法に基づく低価法によっておりましたが、当第１四半期連結

会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）が適用された

ことに伴い、主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法）により算定しております。

なお、これによる損益に与える影響は軽微であります。

(2)「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用

当第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱

い」（実務対応報告第18号　平成18年５月17日）を適用し、連結決算上必要な修正を行っております。

なお、これによる損益に与える影響はありません。

(3)「リース取引に関する会計基準」の適用

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準第13号(平成５年６月17日(企業会計審議会第一

部会)、平成19年３月30日改正))及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第16

号(平成６年１月18日(日本公認会計士協会　会計制度委員会)、平成19年３月30日改正))が平成20年４月１日以

後開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用することができることになったことに伴い、当第1

四半期連結会計期間からこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によっております。

また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法については、リース期間を

耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

ただし、リース取引開始日がリース会計基準等適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。

なお、この変更に伴う損益に与える影響はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年９月30日)

※1　 有形固定資産の減価償却累計額は、3,986,068千円

であります。

※1　 有形固定資産の減価償却累計額は、3,933,806千円

であります。

※2　 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につ

いては、手形交換日をもって決済処理しておりま

す。

なお、当第１四半期連結会計期間の末日は金融機

関の休日であったため、次の四半期連結会計期間

末日満期手形が四半期連結会計期間末残高に含ま

れております。

 受取手形　　　　　　　　　　　8,348千円

 支払手形　　　　　　　　　　 19,089千円

―
 
 

 
 
 

　

(四半期連結損益計算書関係)

　
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12月31日)

※１　当社グループの売上高は、通常の営業形態として、第

２四半期連結会計期間及び第４四半期連結会計期

間に集中するため、四半期連結会計期間の売上高

には季節的変動があります。　

※２　販売費及び一般管理費

主要な費目及び金額は次のとおりであります。

従業員給与及び賞与　　　　　　　711,908千円

賞与引当金繰入額　　　　　　　　171,176千円

退職給付費用　　　　　　　　　　 61,330千円

役員退職慰労引当金繰入額　　　　　5,665千円

貸倒引当金繰入額　　　　　　　　　  600千円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12月31日)

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結 

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成20年12月31日現在)

現金及び預金勘定 2,460,942千円

預入期間が３か月超の定期預金 △310,000千円

短期投資の有価証券等(MMF等)1,160,427千円

現金及び現金同等物 3,311,370千円
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(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成20年12月31日)及び

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 32,637,000

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 3,709,736

　
３　配当に関する事項

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年12月19日
定時株主総会

普通株式 1,561,435 51平成20年９月30日 平成20年12月22日 利益剰余金

　

４　株主資本の金額の著しい変動に関する事項

当第１四半期連結会計期間末における自己株式の残高は、前連結会計年度末より2,000,513千円増加

し、3,918,095千円となっております。これは主に、平成20年10月21日開催の取締役会の決議に基づき、平

成20年10月22日から平成20年12月25日にかけて、市場買付により当社普通株式1,688,400株を、総額

1,999,641千円にて取得したためであります。

　

(有価証券関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成20年12月31日)

時価のあるその他有価証券が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、当該有

価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額に前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が見ら

れます。

その他有価証券で時価のあるもの

区分 取得原価(千円)
四半期連結貸借対照表
計上額(千円)

差額(千円)

（1）株式 191,118 305,015 113,896

（2）債券

　　　国債・地方債等 376,426 378,177 1,751

　　　社債 8,427,309 8,084,611 △ 342,697

（3）その他 1,964,613 1,931,817 △ 32,796

計 10,959,468 10,699,622 △ 259,845

注)　表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当第１四半期連結累計期間において減損処理を行

い、投資有価証券評価損129,242千円を計上しております。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

当社及び在外連結子会社３社は、国内及び海外におけるエレクトロニクス関連商品を中心とする各種商

品の製造、販売及びそれらの取引に関連する保守、サービス等の役務提供を、国内連結子会社１社は、畜産酪

農機器類の販売及び関連するサービス等の役務提供をおこなっておりますが、当該エレクトロニクス関連

商品のセグメントの売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の合計額に

占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地

別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【海外売上高】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

海外売上高は連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年９月30日)

1,031.92円 1,093.96円

　

（注）１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第１四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日）

前連結会計年度末
（平成20年９月30日）

純資産の部の合計額(千円) 29,903,171 33,554,778 

普通株式に係る純資産額(千円) 29,850,714 33,493,095 

差額の主な内訳(千円)

　少数株主持分 52,456 61,682 

普通株式の発行済株式数(株) 32,637,000 32,637,000 

普通株式の自己株式数(株) 3,709,736 2,020,617 

１株当たり純資産額の算定に用いられた　　　普
通株式の数(株)

28,927,264 30,616,383 

　

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年10月１日 
 至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純利益 2.34円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 2.24円

　

(注)　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年10月１日 
 至　平成20年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 70,007

普通株式に係る四半期純利益(千円) 70,007

普通株主に帰属しない金額(千円) －

普通株式の期中平均株式数(株) 29,935,421

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に用いられた
四半期純利益調整額の主要な内訳(千円)

連結子会社の発行する潜在株式調整額 2,627

四半期純利益調整額(千円) 2,627

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に用いられた
普通株式増加数(株)

197,920

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四半
期純利益の算定に含まれなかった潜在株式について前連結会
計年度末から重要な変動がある場合の概要

－
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(重要な後発事象)

当第１四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

(自己株式の消却)

平成20年10月21日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づき自己株式の消却を行うこ

とを決議し、平成21年１月15日付で実施いたしました。

(１)消却の理由

　　一層の資本効率の向上と株主利益の還元を図るため

(２)消却する株式の種類

　　当社普通株式

(３)消却する株式の数

　　2,000,000株

(４)消却後発行済株式数

　　30,637,000株

　

(連結子会社の事業譲渡)

平成21年２月２日開催の取締役会において、連結子会社であるPacific Nanotechnology, Inc.の事

業を譲渡することを決議いたしました。

なお、これによる損益に与える影響は軽微であります。

(１)事業譲渡の理由

Pacific Nanotechnology, Inc.は、当社グループの一員としてＡＦＭ(原子間力顕微鏡)の製造・

販売を行ってまいりましたが、今般、ナノテクノロジー分野における商品カバー範囲をより拡充し、

お客様の要望に応えるため、Agilent Technologies, Inc.からＡＦＭの供給を受けることとし、同社

に事業を譲渡することといたしました。

(２)譲渡する相手会社の名称

Agilent Technologies, Inc.

(３)譲渡の時期

平成21年２月２日

(４)当該事象の内容

子会社の名称　 Pacific Nanotechnology, Inc.

譲渡価額　　　 1,000千米ドル
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成２１年２月５日

株式会社　東陽テクニカ

取締役会　御中

　

監査法人トーマツ 

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　寺澤　進　　　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　滝沢　勝己　　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社東陽テクニカの平成２０年１０月１日から平成２１年９月３０日までの連結会計年度の第１四半期連

結累計期間（平成２０年１０月１日から平成２０年１２月３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東陽テクニカ及び連結子会社の平成

２０年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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